
第7次大阪府医療計画PDCA進捗管理票（2019年度A個別施策評価）

第６章５疾病４事業の医療体制　第５節精神疾患

地域保健課精神保健グループ（生活基盤推進課整備グループ、介護支援課認知症・医介連携グループ）

疾病・事業名

部局名

現状・課題

◆大阪府における精神保健福祉手帳所持者数、通院医療費公費負担患者数は増加傾向にあり、二次医療圏ごとに、多様な精神疾患
　に対応できる医療機能を明確化して、連携体制を構築していく必要があります。

◆府の精神科救急医療システムとして、府民からの相談窓口、精神科救急医療受診にかかる調整窓口、緊急措置診察の受付窓口、
　合併症支援システムがありますが、さらに利用しやすいシステムにするために改善を図る必要があります。

◆依存症者の推計数に対して専門治療を受けている人は少なく、医療機関の増加や、相談機関と治療機関の連携強化、支援者の
　スキルの向上が課題です。

資料４

値 出典 値（調査年） 出典
2020年度
（中間年）

2023年度
（最終年）

①統合失調症 　390 ①統合失調症 　417 421 456

②認知症 　　　　339 ②認知症 　　　　366 366 397

③児童 　　　　　  90 ③児童 　　　　　 107 97 105

④思春期　　　　 189 ④思春期　　　　 200 204 221

⑤うつ病　　　　  458 ⑤うつ病　　　　  493 495 536

⑥PTSD            259 ⑥PTSD            267 280 303

⑦ｱﾙｺｰﾙ依存 　 82 ⑦ｱﾙｺｰﾙ依存 　 94 89 96

⑧薬物依存　　　  56 ⑧薬物依存　　　  56 60 66

⑨その他依存　 　29 ⑨その他依存　 　39 31 34

⑩てんかん　　　 165 ⑩てんかん　　　 177 178 193

⑪高次脳機能障がい   80 ⑪高次脳機能障がい   96 86 94

⑫摂食障がい　  173 ⑫摂食障がい　  175 187 202

⑬発達障がい 　 188 ⑬発達障がい 　 205 203 220

⑭妊産婦ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽ    177 ⑭妊産婦ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽ    174 191 207

Ｂ
おおさか精神科救急ダイヤルを経由しての精神科
救急患者の受入れ（または非該当）までの時間

－
平均1時間15分

（H28年）
大阪府

「地域保健課調べ」
－ － － 平均1時間以内

Ｂ 夜間・休日合併症支援病院数 － 19（H29年）
大阪府

「地域保健課調べ」
19（R元12月）

大阪府
「地域保健課調べ」

24 28

Ｂ
①依存症診療、②回復プログラム実施医療
機関数

－ ①99、②20（H29年）
大阪府「こころの健康総

合センター調べ」
①113　②31
（R元12月）

大阪府「こころの健康
総合センター調べ」

①107、②24 ①116、②28

Ｂ
①難治性精神疾患の治療可能医療機関数、
②登録患者数

－
①21か所、②450人

（H29年）
クロザリル適正使用委員会
「CPMS登録医療機関情報」

①25  ②658
（R元12月）

クロザリル適正使用委員会
「CPMS登録医療機関情

報」

①22（各圏域2か所以上）、
②470人

①25（各圏域3か所以上）、
②545人

Ｂ 認知症治療に携わる人材の育成数 －

Ｂ 1年以上長期入院者（在院患者）数 － 9,823人（H28年）
大阪府「精神科在院

患者調査」
9,198人(H30.6.30現在)

大阪府精神科在院患者調
査

2020年6月末時点での1年以
上長期入院患者数8,823人

第6期障がい福祉計画策定
時（2020年度）に検討

Ｂ
精神病床における早期退院率（①入院後3か
月、②入院後6か月、③入院後1年）

－
①68%、②84%、
③90%（H27年）

厚生労働省「国のあ
り方検討報告書資

料」

①63%、②82%、
③90%（H30年）

精神保健福祉資料(国統
計)

①69%、②84%、
③90%

第6期障がい福祉計画策定
時（2020年度）に検討

目標値分類
Ｂ：目標
Ｃ：目的

指　標
対象
年齢

計画策定時 進捗状況

（第5節）
精神疾患

Ｂ 各精神疾患等に対応可能な医療機関数 －
大阪府「こころの健
康総合センター調

べ」（H29年）

大阪府高齢者計画2018で評価 大阪府高齢者計画2018で評価 大阪府高齢者計画2018で評価

大阪府「こころの健
康総合センター調

べ」
(R元12月現在）



取組
番号

医療計画に記載された個別施策の詳細

1 都道府県連携拠点・地域連携拠点・地域精神科医療機関を定めます。
・都道府県連携拠点・地域連携拠点については、見直しを行った要件に基づいて調査を行い、令和3年度から反映
する。

2
二次医療圏ごとの医療機関関係者等による協議の場を設置して、医療
の充実と連携体制の構築について検討します。

・今年度の開催状況について意見をまとめ、次年度の協議内容について整理をして、保健所にフィードバックする。

精神科救急シス
テムの改善

3
精神科救急医療システムを運用しつつ、精神科救急医療システムの受
入れまでにかかる時間等の実態把握を行う等課題整理を行います。

・改訂した様式を使用し、上半期分の所要時間を把握して前年度と比較、検討を行う。

夜間・休日合併
症支援システム
への参加協力依
頼

4
夜間・休日合併症支援システムの在り方について 精神科救急医療運
営審議会等の意見を聞くとともに、精神科病院に対してシステムの説明
会を実施する等により、医療機関の協力を求めていきます。

・委託先である大阪精神科病院協会と意見交換、意向調査を実施する。

5 相談窓口の広報と周知活動の強化に努めます。
・引き続き効果的な啓発方法を検討し、実施する。
・一般府民向けの啓発が十分でないことから、「ギャンブル等依存症問題啓発週間」において、一般府民を対象とし
たイベントを開催し、啓発に努める。

6
依存症者支援にかかる関係機関に対する研修や事例検討会を実施す
ることで相談支援の充実と支援対応力の向上をめざします。

・大阪精神医療センター、こころの健康総合センター、保健所と今年度の研修等の振り返りを行い、より効果的な研
修や事例検討会を実施する。

7

依存症関連機関連携会議や、専門的な事項を協議・検討するための部
会、事例検討会を実施する等により、医療、行政、民間機関、自助グ
ループ等による連携体制を推進し、依存症に係るネットワークの充実を
めざします。

・引き続き依存症連携会議や部会、事例検討会を実施し、ネットワークの充実に努める。

依存症の診療・
回復プログラム
に関する研修の
実施

8

依存症の診療が可能な医療機関・依存症回復プログラム実施が可能な
医療機関の増加のために、依存症拠点機関による研修や回復プログラ
ムの見学受入れ、医療機関における回復プログラムのモデル実施を行
います。

・引き続き大阪精神医療センターに委託をして、依存症に効果的な治療や回復プログラムの実施や普及に努める。

9
クロザピンを使用できる医療機関を増やすために、精神科医療機関へ
の働きかけを実施します。また、提携できる血液内科のある医療機関を
増やすための働きかけを実施します。

・引き続き希望のある精神科医療機関と血液内科のある医療機関のマッチングを行う。
・精神科医療機関に対して、クロザピンの使用についての希望を毎年確認する。

10
重度な副作用への対応を行う「難治性精神疾患バックアップ拠点」とし
て、関西医科大学総合医療センターを指定します。

―

11
認知症サポート医養成研修、かかりつけ医・看護職員・歯科医師・薬剤
師・病院勤務の医療従事者を対象とした認知症対応力向上研修を実施
し、認知症治療に携わる人材の育成を図ります。

・引き続き計画的に研修を実施する。

12
認知症疾患医療センターにおいて、二次医療圏毎に地域の保健医療・
介護・福祉の関係者を対象とした研修を実施し、保健医療・介護・福祉
の連携を図ります。

・引き続き、認知症疾患医療センターにおいて研修を実施し、認知症疾患医療センター連絡会議で研修内容や方法
等を共有する。

13
認知症初期集中支援チームが安定的に稼働するために、認知症初期
集中支援チームと認知症の人に関わる医療機関等との連携体制の充
実に努めます。

・引き続き研修を実施し、関係機関の連携構築に努める。

14
在院期間1年以上の寛解・院内寛解患者の退院をめざし、平成29年度
から3年間の集中取組を行います。

15
関係機関（市町村・保健所・精神科病院・地域援助事業者等）による地
域移行のネットワーク構築に向けた働きかけを行います。

⑦
関係者による協
議の実施

16

精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築をめざし、保健・
医療・福祉関係者による、市町村単位、保健所圏域単位、都道府県単
位の協議の場を設置し、3層構造の支援体制による取組を進めていき
ます。

・令和2年度末までに設置できるよう、引き続き、市町村単位、保健所圏域単位の協議の場の立ち上げと支援を行
う。

・令和2年度からは、「長期入院精神障がい者退院支援強化事業」として、これまでの取組みに加え、個々のケース
支援を行うことで、市町村と連携しながら、退院促進に向けた支援体制を強化する。

①

医療機関の医療
機能の明確化、
医療機関の連携
推進

依存症に関わる
関係者の対応力
向上とネットワー
クの充実

認知症医療に関
わる人材の育成

⑤

⑥
長期入院精神障
がい者の地域移
行推進

③

難治性精神疾患
の治療につい
て、医療機関に
対する研修及び
働きかけ

・「ギャンブル等依存症問題啓発週間」において、「おおさか依存症土日ホットライン」などの相談窓口周知のツール
を、公営競技場やパチンコ店に配架するとともに、主要駅での周知活動を実施。
・保健所での啓発や、こころCが実施する大阪アディクションセンターミニフォーラムなどの機会に、府民や、市町村
等の相談窓口担当者に情報提供を行った。

依存症者支援に係る関係機関に対する研修を、こころの健康総合センターで12月末までに4回開催（参加者計237
人）、大阪精神医療センターへ委託し12月末までに2回開催（参加者数計65名）。また、すべての府保健所におい
て、12月末までに事例検討会を計1７回、研修を計24回実施し、延232機関が参加。

・全ての認知症疾患医療センターにおいて、二次医療圏内の保健医療・介護・福祉の関係者を対象とした研修を２
月末から３月にかけて各１回開催予定。
・認知症疾患医療センター連絡会議の場で前年度の実施内容等について共有を図った。

上記取組み番号11，12の研修を実施することで、関係機関の顔の見える連携体制の充実をめざしている。

福祉部に地域精神医療体制整備広域コーディネーター(非常勤職員)を配置し、精神科病院職員の退院促進に関す
る理解促進、対象となる患者を把握し市町村へつなぐための取組みを行った。また、これまでの取組みによる効果
や課題を整理し、令和2年度以降の長期入院患者の地域移行の在り方について検討した。

④

事業概要
（A 個別施策）

②

精神科救急医療運営審議会において、夜間・休日合併症支援システムについての意見を聞くとともに、各圏域の精
神医療懇話会などの機会においても意見を聞いた。

次年度に向けた改善点等

市町村単位、保健所圏域単位の協議の場の設置・運営支援を行った。

依存症関連機関連携会議を2回、アルコール健康障がい対策部会を2回、薬物依存症地域支援体制推進部会2回
実施。（ギャンブル等依存症地域支援体制推進部会はギャンブル等依存症対策推進計画に係る関係者会議開催の
ため今年度は休会）。また、府内4ブロックにおいて、関係機関等を対象に大阪アディクションセンターミニフォーラム
を開催し、ネットワークの充実に努めた（参加者計97名）。

大阪精神医療センターに委託をして、医療機関対象の研修12月末までに2回（参加者142人、3回目は2月予定）や、
回復プログラムの見学受け入れ、回復プログラムをモデル的に実施する医療機関への支援等を実施した。

希望のある精神科医療機関と血液内科のある医療機関のマッチングを行うことについて、医療機関に周知を図っ
た。

関西医科大学総合医療センターを「難治性精神疾患バックアップ拠点」として指定している。

福祉部で①かかりつけ医、歯科医師、薬剤師、看護職員、一般病院勤務の医療従事者の認知症対応力向上研修
の実施、②認知症サポート医の養成、③認知症初期集中支援チームの効果的な活動を目指し、チーム員及び認知
症の人に関わる多職種多機関を対象としたフォローアップ研修を実施。

本年度の取組

・都道府県連携拠点・地域連携拠点・地域精神科医療機関の追加・修正を行った。
・拠点医療機関が要件を満たしているかについて、昨年度の実績取りまとめ、今年度実績は調査中。
・中間年の見直しに向けて、拠点の要件の見直しについて検討を行った。

・８圏域すべてで協議の場である精神医療懇話会（堺市圏域のみ部会）を開催。
・全圏域共通議題として「妊産婦のメンタルヘルス」を取り上げた。

・当番病院に依頼後、受入れ決定までの所要時間を把握（R2年1月～）。
・おおさか精神科救急ダイヤルと精神科救急医療情報センターで使用する様式について、共通部分を統一様式に
改訂。


